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●特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法（抄）
（昭和二十七年四月二十五日法律第九十六号）

最終改正：平成十九年三月三十一日法律第二十一号

（目的）
、 、 、第一条 この法律は 特殊土壌地帯に対し 適切な災害防除及び農地改良対策を樹立し

これに基く事業を実施することによつて、特殊土壌地帯の保全と農業生産力の向上とを
図ることを目的とする。

（特殊土壌地帯の指定）
国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣は、国土審議会の意見を聴いて、し第二条

ばしば台風の来襲を受け、雨量がきわめて多く、かつ特殊土壌（シラス、ボラ、コラ、
アカホヤ等特殊な火山噴出物及び花こう岩風化土その他特に侵食を受けやすい性状の土
壌をいう。以下同じ ）でおおわれ地形上年年災害が生じ、又は特殊土壌でおおわれて。
いるために農業生産力が著しく劣つている都道府県の区域の全部又は一部を特殊土壌地
帯として指定する。

２ 国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣は、前項の指定をしたときは、その旨を公
示しなければならない。

（特殊土壌地帯対策事業計画の設定）
国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣は、国土審議会の意見を聴いて、第第三条

一条の目的を達成するために必要な特殊土壌地帯における災害防除及び農地改良に関す
る事業計画を定める。

２ 国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣は、前項の事業計画を定めたときは、こ
れを関係都道府県知事に通知するものとする。

（国土審議会）
国土審議会（以下「審議会」という ）は、特殊土壌地帯における災害防除及第五条 。

び農地改良に関する重要事項を調査審議する。
２ 審議会は、前項に規定する事項につき、関係のある行政機関の長又は地方公共団体

に対し、意見を申し出ることができる。

（関係地方公共団体等の意見の申出）
関係地方公共団体その他の者は、第三条第一項の事業計画に関し、審議会に対第八条

して意見を申し出ることができる。

（抄）附 則
１ この法律は、公布の日から施行する。
２ この法律は、平成二十四年三月三十一日限りその効力を失う。
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（平成十一年七月十六日法律第百号）●国土交通省設置法（抄）
最終改正：平成二十三年六月二十九日法律第八十一号

第三章 本省に置かれる職及び機関
第二節 審議会等
第二款 国土審議会

（所掌事務）
国土審議会は、次に掲げる事務をつかさどる。第七条

一～二（略）

（組織）
国土審議会は、次に掲げる者につき国土交通大臣が任命する委員三十人以内で第八条

組織する。
一～三（略）

２ 前項第三号に掲げる者につき任命される委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の
委員の任期は、前任者の残任期間とする。

３ 委員は、再任されることができる。
４ 委員は、非常勤とする。

（特別委員）
、 。第十条 特別の事項を調査審議させるため 国土審議会に特別委員を置くことができる

２ 特別委員は、国会議員、当該特別の事項に関係のある地方公共団体の長及び議会の議
長並びに当該特別の事項に関し学識経験を有する者のうちから、国土交通大臣が任命す
る。

、 、３ 特別委員は その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは
解任されるものとする。

４ 第八条第四項の規定は、特別委員に準用する。

（政令への委任）
この款に定めるもののほか、国土審議会の組織及び所掌事務その他国土審議第十二条

会に関し必要な事項は、政令で定める。

附 則

（国土審議会の所掌事務の特例）
国土審議会は、第七条各号に掲げる事務をつかさどるほか、次の表の上欄に掲第五条

げる日までの間、それぞれ同表の下欄に掲げる法律の規定によりその権限に属させられ
た事項を処理する。

期 限 法 律
平成二十四年三月三十一日 特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法
（以下略）
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（平成十二年六月七日政令第二百九十八号）●国土審議会令（抄）
最終改正：平成二十三年七月一日政令第二百三号

（分科会）
、 、 、第二条 審議会に 次の表の上欄に掲げる分科会を置き これらの分科会の所掌事務は

審議会の所掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げる法律の規定により審議会の権限
に属させられた事項を処理することとする。

（表略）
２ 前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委員及び特別委員は、国土交通大臣が指名

する。
３ 分科会に属すべき専門委員は、会長が指名する。
４ 分科会に、分科会長を置く。分科会長は、当該分科会に属する委員のうちから当該分

科会に属する委員及び特別委員がこれを選挙する。
５ 分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。
６ 分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員又は特別委員のうちから分科

会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。
７ 審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決とすること

ができる。

（議事）
審議会は、委員及び議事に関係のある特別委員の二分の一以上が出席しなけれ第五条

ば、会議を開き、議決することができない。
２ 審議会の議事は、委員及び議事に関係のある特別委員で会議に出席したものの過半数

で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。
３ 前二項の規定は、分科会及び部会の議事に準用する。

附 則

（分科会の特例）
審議会に、第二条第一項の表の上欄に掲げる分科会のほか、次の表の期限の欄第二条

に掲げる日までの間、それぞれ同表の分科会の欄に掲げる分科会を置き、これらの分科
会の所掌事務は、審議会の所掌事務のうち、それぞれ同表の法律の規定の欄に掲げる法
律の規定により審議会の権限に属させられた事項を処理することとし、これらの分科会
の庶務は、それぞれ同表の課の欄に掲げる課において処理する。この場合において、同
条第二項中「前項の表の上欄」とあるのは 「前項の表の上欄及び附則第二条第一項の、
表の分科会の欄」と読み替えるものとする。

期限 分科会 法律の規定 課
平成二十四年 特殊土壌地帯対策分 特殊土壌地帯災害防除及び 国土交通省国土政策
三月三十一日 科会 振興臨時措置法（昭和二十 局地方振興課

七年法律第九十六号）第二
条第一項、第三条第一項及
び第五条

（以下略）

２ 前項の場合において、特殊土壌地帯対策分科会及び山村振興対策分科会の庶務は、農
林水産省農村振興局農村政策部中山間地域振興課の協力を得て処理するものとする。
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●国土審議会運営規則
最終改正 平成 年 月 日 国土審議会決定17 12 16

（趣旨）

国土審議会（以下「審議会」という ）の議事の手続その他審議会の運営に関し必要第１条 。

な事項は、国土交通省設置法（平成１１年法律第１００号）及び国土審議会令（平成１２

年政令第２９８号）に規定するもののほか、この規則の定めるところによる。

（招集）

審議会の会議は、会長（会長が選任されるまでは、国土交通大臣）が招集する。第２条

２ 前項の場合においては、委員並びに議事に関係のある特別委員及び専門委員に対し、あら

かじめ、会議の日時、場所及び調査審議事項を通知しなければならない。

（書面による議事）

会長は、やむを得ない理由により審議会の会議の会議を開く余裕のない場合において第３条

は、事案の概要を記載した書面を委員及び議事に関係のある特別委員に送付し、その意見

を徴し、又は賛否を問い、その結果をもって審議会の議決に代えることができる。

（会議の議事）

会長は、審議会の会議の議長となり、議事を整理する。第４条

２ 会長は、審議会の会議の議事について、議事録を作成する。

（議事の公開）

、 。 、 、第５条 会議又は議事録は 速やかに公開するものとする ただし 特段の理由があるときは

会議及び議事録を非公開とすることができる。

２ 前項ただし書の場合においては、その理由を明示し、議事要旨を公開するものとする。

３ 前２項の規定にかかわらず、会議、議事録又は議事要旨の公開により当事者若しくは第三

者の権利若しくは利益又は公共の利益を害するおそれがあるときは、会議、議事録又は議

事要旨の全部又は一部を非公開とすることができる。

（分科会への意見聴取）

会長は、審議会の議決に関し、必要があると認めるときは、関係する分科会（第７条第６条

第１項の付託に係る分科会の上申について議決を行う場合には、当該分科会を除く ）に意。

見を聴くものとする。

（分科会）

会長は、分科会の所掌事務に関して諮問を受けた場合には、調査審議事項を当該分科第７条

会に付託するものとする。ただし、やむを得ない理由により分科会に付託することができ

ないときは、この限りでない。

２ 分科会の議決は、会長の同意を得て、審議会の議決とする。

３ 会長は、前項の議決に関し、国土の利用、開発及び保全に関する総合的かつ基本的な政策

又は他の分科会の所掌事務との調整を必要とすると認める場合を除き、同項の同意をする

ものとする。

４ 会長は、第２項の同意をしたときは、必要に応じて、当該同意に係る議決を審議会に報告

するものとする。

５ 第２条から第５条までの規定は、分科会の議事に準用する。この場合において、これらの

規定中「会長」とあるのは「分科会長」と、第２条第１項中「国土交通大臣」とあるのは

「会長」と読み替えるものとする。

（部会）
会長（分科会におかれる部会にあっては分科会長）は必要があると認める場合に第８条

は、調査審議事項を部会に付託することができる。
２ 第２条から第５条までの規定は、部会の議事に準用する。この場合において、これら

の規定中「会長」とあるのは「部会長」と、第２条第１項中「国土交通大臣」とあるの
は「審議会に置かれる部会にあっては、会長、分科会におかれる部会にあっては分科会
長」と読み替えるものとする。
（雑則）

この規則に定めるもののほか、審議会、分科会又は部会の議事の手続その他審議会、第９条

分科会又は部会の運営に関し必要な事項は、それぞれ会長、分科会長又は部会長が定める。
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●国土審議会特殊土壌地帯対策分科会運営規則
平成 年 月 日 国土審議会特殊土壌地帯対策分科会決定13 11 27

（招集）

国土審議会特殊土壌地帯対策分科会（以下「分科会」という ）の会議は、分科会長第１条 。

（分科会長が選任されるまでは、国土審議会会長）が招集する。

、 、 （ 「 」 。） 、２ 前項の場合においては 委員 特別委員及び専門委員 以下 委員等 という に対し

あらかじめ、会議の日時、場所及び調査審議事項を通知しなければならない。

（書面による議事）

、 、第２条 分科会長は やむを得ない理由により分科会の会議を開く余裕のない場合においては

事案の概要を記載した書面を委員等に送付し、その意見を徴し、又は賛否を問い、その結

果をもって分科会の議決に代えることができる。

（会議の議事）

分科会長は、分科会の会議の議長となり、議事を整理する。第３条

２ 分科会長は、分科会の会議の議事について、議事録を作成する。

（議事の公開）

会議又は議事録は公開するものとする。ただし、特段の理由があるときは、会議及び第４条

議事録を非公開とすることができる。

２ 前項ただし書の場合においては、その理由を明示し、議事要旨を公開するものとする。

（委員等以外の者の出席）

分科会長は、調査審議上必要があると認めるときは、委員等以外の者に分科会の会議第５条

に出席し、資料の提出、意見の開陳、説明その他の必要な協力を求めることができる。

（部会）

分科会長は、必要があると認める場合には、調査審議事項を部会に付託することがで第６条

きる。

２ 部会長は、部会の行った調査審議の経過概要及びその結果を分科会に報告しなければなら

ない。

３ 第１条から第４条までの規定は、部会の議事に準用する。この場合において、第１条第１

項中「分科会長」とあるのは「部会長（部会長が選任されるまでの間は、分科会長 」と、）

第２条及び第３条中「分科会長」とあるのは「部会長」と読み替えるものとする。

（雑則）

この規則に定めるもののほか、分科会又は部会の議事の手続その他審議会、分科会又第７条

は部会の運営に関し必要な事項は、それぞれ分科会長又は部会長が定める。

附 則

この規則は、平成１３年１１月２７日から施行する。


